
１　総括

(1) 人件費の状況（普通会計決算）

(2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）1　職員手当には退職手当を含んでいません。
      2　職員数は、平成21年4月1日現在の人数です。

(3) ラスパイレス指数の状況（各年4月1日現在）

（注）1　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。
      2　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。
      3　平成17年は合併前の浜田市の数値です。

２　一般行政職給料表の状況(平成22年4月1日現在）

5,933,286

5,727

7級

320,600

424,600

222,900

243,700

2級 3級 4級 5級 6級

356,400

261,900

390,100
最高号給の
給料月額

135,600 185,800

309,200

1号給の
給料月額

1級

給　 料

21年度
676

人

　　Ａ

区分 職員数

浜田市の給与・定員管理等について

実質収支

59,476

人 千円千円

歳出額　

　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

21年度

20年度の人件費率　　　　（21年度末）

人件費

37,190,884 401,740 16.0

％千円

（参考）人件費率区分

％

18.7

　　　Ｂ／Ａ　　　　　　　　Ｂ

計　　Ｂ

一人当たり給与費

千円

6,119

千円

458,400

（単位：円）

289,200

402,500

366,200

千円

職員手当 期末・勤勉手当 Ｂ／Ａ　

（参考）
類似団体平均

一人当たり給与費

給　　　与　　　費

3,871,1342,546,143

千円

382,075

千円

942,916

千円

Ｈ２１ 96.4
Ｈ２２ 97.2

90.0

95.0

100.0

浜田市 類似団体平均 全国市平均

（H22)

97.7
（H17)

97.6（H17)

97.0
（H17)

96.1

（H22)

97.2

（H22)

98.8
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３　職員の平均給与月額、初任給等の状況

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成22年4月1日現在）
①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

②技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

③教育職(小中学校（幼稚園）)

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注） 1  「平均給料月額」とは、平成22年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。
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(2) 職員の初任給の状況（平成22年4年1日現在）

円

円

円 円

円

円

円

（注） 島根県の初任給の下段は、特例条例による減額後の額です。

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成22年4月1日現在）

円 円 円

円 円 円

円

50.1

国

172,200

330,615

平均年齢 平均給与月額

328,520

361,015

325,334

技能労務職

48.7

339,620

49

284,51449.3

平均給料月額
平均給与月額
（国ベース）

3,955

236

平均給料月額人数

7

331,068

371,020

337,68648.4

45.5

5

38

人数

318,530

312,781

362,460

329,200

312,781

55.8

312,374

10

325,334

383,060

315,165

322,291

363,133

高　校　卒

円

394,618

342,512

388,172

 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手
当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、「地方公務員給与実態調査」において明らかに
されているものです。
　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤
務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したもので
す。

46.3 333,980

区分

349,550

46.8

島根県

うち給食調理員

うち用務員

類似団体

-

340,640

343,900

333,697

60

区　　　　分

大　学　卒大　学　卒

高　校　卒 137,200 円

類似団体

区分

浜田市

うち清掃職員

高　校　卒

297,556259,680

類似団体

140,100

146,700

一般行政職

経験年数15年

一般行政職

平均給与月額

経験年数10年

368,866

271,933技能労務職

366,140

国

うち自動車運転手

43.8

浜田市

該当なし 該当なし

214,220

経験年数20年

平均給料月額

国浜田市

平均年齢

円172,200

140,100

41.9

269,325 308,450308,450

44.3

平均年齢 平均給料月額

389,645

区分

島根県

43.0

326,562

328,321

325,579

372,601

395,666

353,353

395,666-

349,699

平均給与月額
平均給与月額
（国ベース）

平均給与月額
平均給与月額
（国ベース）

335,606

円

140,100

137,898
137,200 円

島根県

円
161,868

161,600

浜田市

島根県

高　校　卒

47.8

45.0

131,694

43.3

355,200 363,539

415,510

類似団体 356,088

大　学　卒

区　　　分

131,694
140,100
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４　一般行政職の級別職員数等の状況

1級

2級

3級

4級

5級

6級

7級

（注） 1　浜田市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。
2　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

  

（注） 1　平成18年度に9級制から7級制に給料表を変更しています。
2　平成17年10月の構成比は合併時の新浜田市の数値です。

(2) 昇給への勤務成績の反映状況

47 人

142 人

85 人

82 人

58 人

31.3%

13 人

　地方公務員法第40条に基づき、毎年1月1日を評定日として全職員に対して勤務成績の評定を実施しています。
　なお、人事評価は試行段階にあるため昇給へは反映していません。

2.9%

18.7%

10.4%

5.9%

12.8%

18.1%

27 人

(1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成22年4月1日現在）

係長、専門企画員、専門技術員、課長補佐

部長、支所長

区　　分

次長、室長、課長

職員数標準的な職務内容

係長、専門企画員、専門技術員、主任主事、主任技師

構成比

主事、技師

主事、技師

主任主事、主任技師

1級

5.9%
1級

6.0%
1級

1.4%

2級

10.4%
2級

9.6%
2級

9.1%

3級

31.3%
3級

32.5%

3級

12.7%

4級

18.7%

4級

18.6%

4級

17.5%

5級

18.1%

5級

17.8%

5級

6.7%

6級

12.8%

6級

12.8%

6級

20.8%

7級

2.9%

7級

2.6%

7級

16.0%

8級

13.5%

2.3%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成22年4月の構成比 平成21年4月の構成比 平成17年10月の構成比

9級

8級

7級

6級

5級

4級

3級

2級

1級
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５　職員の手当の状況

(1) 期末手当・勤勉手当

1人当たり平均支給額（平成21年度）1人当たり平均支給額（平成21年度）

千円　

（平成21年度支給割合） （平成21年度支給割合） （平成21年度支給割合）

月分 月分 管理職 月分 月分 月分 月分

非管理職 月分 月分

月分 月分 月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

・役職加算　　5％～15％ ・役職加算　　5％～20％ ・役職加算　　5％～20％

・管理職加算　15％～25％ ・管理職加算　10％～25％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

　【参考】 勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

(2) 退職手当（平成22年4月1日現在）

（支給率）　　 自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 早期退職優遇措置45歳～ その他の加算措置

定年前早期退職特例措置（2～20％加算） 定年前早期退職特例措置（2～20％加算）

千円 千円
（注） 1　平成17年10月1日から、新市において島根県市町村総合事務組合の退職手当制度に加入しています。　

2　退職手当の1人当たり平均支給額は、平成21年度に退職した職員に支給された平均額です。

(3) 地域手当（平成22年4月1日現在）

％ 人 ％

※在勤地域に対する地域手当は、該当ありません。

(4) 特殊勤務手当（平成22年4月1日現在）

千円

　円

　％

勤勉手当 期末手当

2.751.35

11

　職制上の段階、職務の級等による
加算措置

支給職員１人当たり平均支給年額（平成21年度決算） 968

勤勉手当 期末手当期末手当

職制上の段階、職務の級等による加
算措置

浜　　田　　市 国

1人当たり平均支給額

（0.70）

島　根　県

－

勤勉手当

千円　1,459

2.65 1.35

　職制上の段階、職務の級等による
加算措置

（0.70）（1.4） （1.50） （0.70）

2.55

23.50

支給率

30.55

59.28

1.40

支給実績（平成21年度決算） 千円2,903

1.35

千円

23.50

59.28

41.34

（1.4）

1件当たり500円

33.50

59.28

火葬場業務従事手当

手当の種類（手当数）

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成21年度）

防疫作業等に従事した職員

強制執行手当

30.55

59.28

33.50

47.50

(医師の調整手当）

防疫作業等

47.50

59,435

26,463

20.4

支給職員１人当たり平均支給年額（平成21年度決算）

支給対象職員数

-

支給実績（平成21年度決算）

15

8,202

支給対象地域

主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

2.65

主な支給対象職員

浜　　　　　田　　　　　市

15

国の制度（支給率）

　能力・業績に基づく人事評価は実施していないため、成績率に差を設けず一律に支給しています。

3

早期退職優遇制度（15～30％加算）

59.28

41.34

59.28

手当の名称手当の名称

強制執行

防疫作業等従事手当 1日につき500円

火葬 1体につき3,500円死体の火葬に従事した職員

強制執行を行った職員

国

1,536
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(5) 時間外勤務手当

支給実績（平成21年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（平成21年度決算）

支給実績（平成20年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（平成20年度決算）

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含んでいます。

(6) その他の手当（平成22年4月1日現在）

課長級以上の職員に支給
部長級・次長級

　　給料月額×12/100
課長級　給料月額×10/100

(1) 配偶者
(2) 次に該当する扶養親族

① 配偶者以外の扶養親族

② 配偶者がない場合一人に限り

13,000円

1体につき200円

96,969 千円

初任給調整手当

管理職手当

扶養手当

4,930,667 円

・満22歳に達する日以後の最初
　の3月31日までの間にある
　弟妹

千円

千円

千円

死体処理手当

危険物取扱手当

消防出勤手当

犬・猫等死体処理手当

ごみ処理施設に勤務する職員危険作業従事手当

俸給の特別
調整額

（46,300円
～139,300

円）

同じ

1人につき6,500円

・満22歳に達する日以後の最初
　の3月31日までの間にある子
　及び孫

・満60歳以上の父母及び祖父母

11,000円

異なる

同じ

・重度心身障害者

※扶養親族である子のうち、満15
　歳に達する日後最初の年度か
　ら満22歳に達する年度末まで
　　　　1人につき5000円を加算

その他1回1,500円

その資格を有しなければ従
事することができない業務
に従事した場合

手当名

医師手当 医師

内容及び支給単価

289

特別派遣手当
島根県後期高齢者医療広域連合
派遣職員

放射線取扱手当 1日につき230円
放射線業務に従事する
とき

1日につき230円

死体の処理に従事した職員

火災、救急及び救助業
務等災害に出動したと
き

犬・猫等死体収集

危険作業に従事した場合

死体処理

138

119,558

227,094

行旅死亡人1回3,000円

1月につき在勤地において自ら
居住するために借り受ける住宅
(貸間を含む。)に係る家賃(使
用料を含む。)の月額に相当す
る額及び2万9,000円の合計額

島根県後期高齢者医療
広域連合での勤務

43,030

診療所での勤務

1日につき300円

1回につき200円
救急救命士は1回100円を加
算

1回につき70円

月額20万円の範囲内

法令等の定める資格を有する職
員

支給職員
１人当たり
平均支給年額
（21年度決算）

円

千円

円

国の制度と
異なる内容

国の制度と
の異同

千円14,792

512,262

93,262

支給実績
(21年度決算）

犬・猫等の死体収集作業に従事
した職員

消防職員

診療所に勤務する職員（医師を
除く）

千円

医療職に限り306,900円の範囲内
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(1)

　家賃月額23,000円以下

　家賃月額23,000円超
(家賃－23,000円)×1/2
(上限16,000円)＋11,000円

(2)

(1)の算出額×1/2

片道2km以上の職員に支給
(1) 交通用具使用者

通勤手当一覧表に定める額

(2) 公共交通機関使用者
定期券又は回数乗車券当の価額
最高支給限度額

(3) 自転車使用者

宿日直勤務
（5時間未満の場合は1/2）

※医療職
（5時間未満の場合は1/2）

部長級：6,000円
課長級：4,000円

※ 6時間を超える場合
　部長級：9,000円
　課長級：6,000円

国の基準と同様 円

単身赴任手当

※

６　特別職の報酬等の状況（平成22年4月1日現在）

円 円 ／ 円

円 円 ／ 円

円 円 ／ 円

円 円 ／ 円

円 円 ／ 円

円 円 ／ 円

（平成21年度支給割合） 月分

（平成21年度支給割合） 月分 　

異なる

2,000円/月

(100円未満の端数切捨て)

12,500

100km以上距離に応じた加算有

単身赴任手当受給職員で、配偶
者が居住するための住宅を借り
受け、月額12,000円を超える家
賃を支払っている職員

家賃-12,000円

2.95

276,000

円

異動又は公署の移転の直前の住居か
ら異動又は公署の移転の直後に在勤
する公署に通勤することが通勤距離
等を考慮して困難であると認めら
れ、単身で生活している者

円

同じ

2,000円～29,500円/月

同じ

特別勤務手当

－

　23,000円/月

報
　
酬

千円

276

管理職員

１回につき20,000円

期
末
手
当

通勤手当

宿日直手当

夜間勤務手当

住居手当 自ら居住するため住宅（貸間を
含む）を借り受け、月額12,000
円を超える家賃を支払っている
職員

1回につき4,200円

市　長

議　長

議　員

区　　　分

議　長

副市長

議　員

副議長

副議長

給
　
　
料

359,000

330,000

異なる

自治区長

副市長

異なる

138,736

50

国は6,000
円～12,000

円

2.95

295,800

55.000円/月

540,000

交通用具使
用者の距離
区分が異な
る

勤務1時間当たりの給与額×
25/100×勤務時間数

円

992,000

218

円

円

66,130

千円

（参考）類似団体における最高／最低額

43,600

810,000

千円

午後10時から翌日の午前5時までの
間に勤務した全時間に対し支給

市　長

千円

千円

14,706

同じ

自治区長

災害派遣手当 同じ －

430,000

給　料　月　額　等

500,000

267,600

670,000

620,000

円

37,056

690,000

千円

116,426

千円

194,010

395,000804,000

勤務1時間
あたりの給
料額の算出
方法が異な
る

560,000

360,000
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（１期の手当額） （支給時期）

万円 任期毎に支給

万円 任期毎に支給

万円 任期毎に支給

（注）　退職手当の「1期の手当額」は、4月1日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（4年＝48月）

　　　勤めた場合における退職手当の見込額です。

７　職員数の状況

事務の統廃合による減員

業務増による増員

事務の統廃合による減員

事務の統廃合による減員

事務の統廃合による減員

業務の嘱託化による減員

事務の統廃合による減員

事務の統廃合による減員

（注） 1　職員数は一般職に属する職員数で、特別職の職員は含みません。ただし、教育長は含みます。

2　[　]内は、条例定数の合計です。

教育部門

消防部門

757 743

48普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

小　計

＜参考＞
　人口1万人当たり職員数　77.51人
　（類似団体             58.24人）

＜参考＞
　人口1万人当たり職員数　　112.48人
　（類似団体                79.36人）

農林水産

商　工

150 149

合　　計

0

（各年4月1日現在）

69

△ 5

48

　　　　　区　　分

部　　門

461

669

土　木

96

△ 14

小学校の閉校、事務の統廃合による減員

＜参考＞
　人口1万人当たり職員数　 　124.92人

税　務

677

40

25

8

労　働

自治区長

24

3

市長

0112

24

退
職
手
当

[0][831]

△ 1

74

民　生

　
会
計
部
門

公
営
企
業
等

病  院

小　計

水　道 28

99

9

14

△ 6

△ 2

△ 3

△ 8

△ 1

△ 1

0

0

△ 3

3

下水道

27

在職期間1年につき給料月額×300/100

28

7

在職期間1年につき給料月額×300/100

平成22年

対前年
増減数

40

職員数

副市長

(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由

平成21年

0

44 △ 5

75

49

在職期間1年につき給料月額×500/100

小　計

78

衛　生

68

主な増減理由

総　務

議　会

[831]

3

その他

112

16

80

7

0

804

466

648

△ 1

1,620

　　（算定方式）
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平成18年

（注） 1　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

－

△ 102

-25.6%

△ 69

△ 33

△ 10

－

△ 8

△ 112

△ 15

771

△ 25 -13.2%

-11.9%

669

743

△ 6

0

692

-13.0%

過去5年間の
増減数　率2年目

47歳

677

（注）　5年前の構成比は、平成17年10月1日現在（合併後）の新市の構成比です。

3年目

727 702

0

－

～

△ 912

74

～ 56歳

△ 1

平成19年

△ 10

△ 16

112

△ 23

52歳

51歳

△ 2

0

人

平成17年

計画開始

502

△ 28

113

479

－

-13.1%

0.0%

区　分

～

35歳

44歳

0

人 人人

115

20歳 28歳

(2) 年齢別職員構成の状況（平成22年4月1日現在）

32歳

職員数

109

人

8 6738

人

(3) 職員数の推移

職員数
85 109

43歳

～

23歳 27歳
人 人

64

39歳31歳

～

計
～ 48歳～ 60歳～20歳 24歳

人

1

以上
人 人

40歳

増　減

112

111

増　減

教　　育

職員数

増　減

消　　防
職員数

増　減

公営企業等
 会計計

普通会計
計

一般行政

未満

1年目

～

　　　　　年　度

　部　　門

36歳

777

478

職員数

増　減

84

112

△ 2

530

職員数

466

△ 3

102

△ 9

98

55歳

～

人

129

49

59歳

743

総合計
職員数

2　平成17年の数値は、合併後の新市の職員数です。

増　減

823

0

94

796

96

855

85

△ 44

△ 32 △ 20△ 27

112

△ 12

△ 14

99

△ 5

△ 19

－

－

112

80

757

平成20年

人

△ 3

00

平成22年

△ 5

平成21年

4年目 5年目

461

96

112

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

16.0%

18.0%

構成比 ５年前の構成比
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８　公営企業職員の状況

(1)上水道事業

① 職員給与費の状況

   ア　決算

(単位千円）

（注） 1　職員手当には退職給与金を含んでいません。

歳 円 円

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（平成21年度支給割合） （平成21年度支給割合）

月分 月分 月分 月分

月分 月分 （1.4）月分 （0.70）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

　職制上の段階、職務の級等による加算措置 　職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　5％～15％ ・役職加算　5％～15％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

　
イ　退職手当（平成22年4月1日現在）

（支給率）　　 自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　 自己都合 勧奨・定年

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 早期退職優遇措置45歳～ その他の加算措置 早期退職優遇措置45歳～

定年前早期退職特例措置（2～20％加算） 定年前早期退職特例措置（2～20％加算）

1人当たり平均支給額 千円 千円 1人当たり平均支給額 千円 千円

（注） 1　平成17年10月1日から、新市において島根県市町村総合事務組合の退職手当制度に加入しています。　
2　退職手当の1人当たり平均支給額は、退職者数が少ないため公表しません。

勤勉手当 期末手当 勤勉手当

-

2.65

59.28

33.50

早期退職優遇制度（15～30％加算）

59.2847.50

59.2859.28 59.28

41.34

30.55

（0.70）

47.50 59.28

浜　　　　田　　　　市

41.34

早期退職優遇制度（15～30％加算）

23.50

26,463-

2.65

33.50

23.50

浜　　田　　市　（一般行政職）

（1.4）

-

1,459

30.55

493,462

③ 職員の手当の状況

1.35 1.35

43.0 342,800

千円

給　　　与　　　費

919,948 11,369

職員給与費

区分 職員数

％

総費用に占める

132,156

　　　　Ｂ／Ａ

千円

Ａ  

純損益又は
実質収支

期末手当

（参考）
類似団体平均

一人当り給与費

　　　　千円

　　Ａ　 給　 料 職員手当

総費用

千円

千円

2　職員数は、平成22年3月31日現在の人数です。

基本給

33,086

平　均　年　齢

6,007132,156

1,504

区　　分

千円

浜　　　　田　　　　　市

人

一人当たり給与費

千円

浜田市

浜　　田　　市　（一般行政職）

11,284
21年度

区分

Ｂ　

21年度

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成22年4月1日現在）

計　　Ｂ Ｂ／Ａ　

％

める職員給与費比率

期末・勤勉手当

16.8

１人当たり平均支給額（平成21年度）

浜　　　　田　　　　　市

浜田市

千円

6,567

1人当たり平均支給額（平成21年度）

22 87,786

平均月収額

（参考）

職員給与費比率 20年度の総費用に占

14.4

千円
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ウ　地域手当（平成22年4月1日現在）
　※在勤地域に対する地域手当に関しては、該当ありません。

エ　特殊勤務手当（平成22年4月1日現在）
千円

　円

　％

オ　時間外勤務手当
千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

カ　その他の手当（平成22年4月1日現在）

課長級以上の職員に支給
部長級・次長級

給料月額×12/100
課長級　　給料月額×10/100

(1) 配偶者
(2) 次に該当する扶養親族

① 配偶者以外の扶養親族

② 配偶者がない場合一人に限り

手当名 内容及び支給単価

支給職員１人当たり平均支給年額（平成20年度決算） 156

支給実績（平成21年度決算） 4,482

支給職員１人当たり平均支給年額（平成21年度決算） 224

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務

水道技術職(水源係）
危険物の取扱業務に従
事したとき

支給実績（平成20年度決算） 3,279

緊急出動手当 水道技術職(工務係、水源係）

突発的な事故等に対応
するため、時間外又は
休日に勤務を命ぜられ
当該業務に従事したと
き

１回当たり200円

徴収外勤手当
一般行政職、水道技術職
　　　　　　　　　（業務係）

水道料金等の徴収を行
うため外勤事務に従事
したとき

日額200円

手当の種類（手当数） 3

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成21年度）

支給実績（平成21年度決算） 61

円千円 567,0011,134

3,828支給職員１人当たり平均支給年額（平成21年度決算）

左記職員に対する支給単価

危険物取扱手当 日額70円

72.7

同じ

支給職員１人当たり
平均支給年額

（21年度決算）

一般行政職
の制度と異
なる内容

支給実績
(21年度決算）

一般行政職
の制度との

異同

・満22歳に達する日以後の最初
　の3月31日までの間にある子
　及び孫
・満60歳以上の父母及び祖父母
・満22歳に達する日以後の最初
　の3月31日までの間にある
　弟妹
・重度心身障害者

1人につき6,500円

※扶養親族である子のうち、
　満15歳に達する日後の最初の
　年度から満22歳に達する年度
　末まで　1人につき5000円を加算

11,000円

13,000円扶養手当

管理職手当

円249,938同じ 3,999 千円
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(1)

　家賃月額23,000円以下

　家賃月額23,000円超
（家賃－23,000円）×1/2
(上限16,000円)＋11,000円

(2)

(1)の算出額×1/2

片道2km以上の職員に支給
(1) 交通用具使用者

通勤手当一覧表に定める額

(2) 公共交通機関使用者
定期券又は回数乗車券当の価額
最高支給限度額

(3) 自転車使用者

部長級：6,000円
課長級：4,000円

※ 6時間を超える場合
　部長級：9,000円
　課長級：6,000円

国の基準と同様

(2）工業用水道事業
工業用水道事業については、該当する職員数が少ないため公表しません。
制度等は、上水道事業職員と同じです。

９　職員の福祉及び利益の保護の状況

(1)安全衛生管理体制（平成21年度）

0

0

0

0

6

6

選任者数 9

0

0

6

6

選任者数 6

実選任者数 6

6

6

0

0

0

通勤手当

家賃-12,000円

同じ

単身赴任手当受給職員で、配偶
者が居住するための住宅を借り
受け、月額12,000円を超える家
賃を支払っている職員

(100円未満の端数切捨て)

住居手当

16

－

同じ 1,530
2,000円～29,500円/月

千円

千円

55.000円/月
2,000円/月

80,526 円

自ら居住するため住宅（貸間を
含む）を借り受け、月額12,000
円を超える家賃を支払っている
職員

825 円117,857

千円 8,000 円

千円 － 円

特別勤務手当
管理職員

同じ

災害派遣手当
同じ

（人）

うち選任事業場数

選任すべき事業場数

うち選任事業場数

統括安全衛生管理者

安全管理者

衛生管理者

安全衛生推進者等

産業医

衛生委員会

安全委員会

うち選任事業場数

選任すべき事業場数

うち選任事業場数

上のうち安全衛生委員会として設置している事業場数

選任すべき事業場数

うち選任事業場数

選任すべき事業場数

選任すべき事業場数

うち選任事業場数

選任すべき事業場数

うち選任事業場数

選任すべき事業場数
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(2)職員互助会事業について

円
％

円

①福利厚生事業に係る決算額 千円

②①のうち互助会に対する補助金等の額 A 千円

③②のうち互助会の事務費・人件費に係るものの額 B 千円

④会員による掛金の額 C 千円

⑤公費負担率（A－B）／(A－B＋C) ％

⑥掛金の算出方法 給料月額の2.5/1000

⑦会員１人当たりの補助金額（（A－B）／会員数） 円

①福利厚生事業に係る決算額 千円

②①のうち互助会に対する補助金等の額 D 千円

③②のうち互助会の事務費・人件費に係るものの額 E 千円

④会員による掛金の額 F 千円

⑤公費負担率（D－E）／(D－E＋F) ％

⑥掛金の算出方法 給料月額の2.0/1000

⑦会員１人当たりの補助金額（（D－E）／会員数） 円

①福利厚生事業に係る予算額 千円

②①のうち互助会に対する補助金等の額 G 千円

③②のうち互助会の事務費・人件費に係るものの額 H 千円

④会員による掛金の額 I 千円

⑤公費負担率（G－H）／(G－H＋I) ％

⑥掛金の算出方法 給料月額の2.0/1000

⑦会員１人当たりの補助金額（（G－H）／会員数） 円

(3)健康診断受診者数（平成21年度）

人 人

人 人

人 人

人 人

(4)公務災害の認定状況

件 件

件 件

平
成
　
年
度
予
算

16,427

互
助
会
関
係

7,027

3,852

11,998

20.9

4,482

(5)勤務条件に関する措置の要求の状況及び不利益処分に
　 関する不服申し立ての状況（平成21年度）

　　サークル助成事業　スポーツ交流事業　健康増進事業
　　文化講演助成事業　職員研修助成事業

　　浜田市職員互助会

8,053

平
成
　
年
度
決
算

15,069

互
助
会
関
係

6,587

3,068

12,040

22.6

4,661

　公費負担率（事務費等を除く）
　一人当たりの公費の補助金額
　　　（事務費等を除く）

②福利厚生事業に係る予算額等について

平
成
　
年
度
決
算

互
助
会
関
係

23,537

9,039

2,499

11,935

35.4

　公費充当事業

　互助会に対する補助金等の額
　会の名称

①事業の概要（平成21年度）

6,587,468
35.7

5,182

該当なし勤務条件に関する措置の要求の状況

区　　分 状　況

不利益処分に関する不服申し立ての状況 該当なし

7

0

認定件数
21年度

6

1

20年度
公務災害

通勤災害

健康診断の種類
受診者数

（延べ人数）

0

1

受診者数
（延べ人数）

健康診断の種類

区分

ＶＤＴ作業健診

指曲がり症健診

17

137

採用時等健康診断

定期健康診断

222

特殊
健診

6

人間ドック 237

Ｂ型肝炎予防接種
及び血液検査

頸肩腕健診

臨時嘱託職員健康診断

523

22 

21 

20 

12


